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証券コード 3968
2019年３月７日

株 主 各 位
　

東京都中央区新川一丁目16番３号
セグエグループ株式会社
代表取締役社長 愛 須 康 之

　 第５期 定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第５期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、2019年３月27日（水曜日）午後５時45分までに到着するようご送付いただ
きたくお願い申し上げます。

敬 具
記

　
１．日 時 2019年３月28日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時15分）
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

東京証券会館 ９階 会議室
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第５期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告の内

容及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第５期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎定時株主総会終了後、会社説明会の開催を予定しておりますので、引き続きご参加いただけますようお願い申
し上げます。
◎本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び
当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://segue-g.jp/）に掲載しておりますので、本招
集ご通知には記載しておりません。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を当社ウ
ェブサイト（https://segue-g.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

〔 2018年１月１日から〕2018年12月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業の業績、雇用情勢共に改善傾向が続き、
緩やかな回復基調にありました。世界の経済も回復基調が続いておりますが、米国の政策
動向や地政学的リスクなど、不透明感が増しております。
当社グループの属するIT業界におきましては、AIやIoTなどの新しい技術、それらも利
活用したデジタルトランスフォーメーションや働き方改革などへの注目度は高まってお
り、IT全体に対する投資意欲は継続しております。セキュリティ対策につきましては、サ
イバー攻撃の多様化・複雑化が進み、外部脅威対策はもとより、異常を検知するためのア
クセス管理や脆弱性管理などの内部脅威対策への投資、そして教育や体制の構築等の人的
投資も重要度が高まっております。
このような環境の中、当社グループは、積極的な営業活動により、製品及びサービス並
びにこれらを組み合わせたソリューションの販売が前年に引き続き拡大いたしました。大
型案件も獲得し、保守サービスの販売も安定した増加を続けております。一方、積極的な
採用及び新たな教育の導入により人件費が増加しております。
これらの結果、当連結会計年度におけるソリューションプロダクト事業の売上高は、前
連結会計年度と比べ532,836千円(13.0％)増収の4,637,408千円、ソリューションサービ
ス事業の売上高は441,799千円(12.0％)増収の4,129,968千円、連結売上高は974,635
千円(12.5％)増収の8,767,376千円となりました。
利益につきましては、営業利益は102,172千円(26.7％)増益の484,465千円、経常利
益は48,136千円(11.0％)増益の485,942千円、親会社株主に帰属する当期純利益は
58,350千円(18.3％)増益の377,375千円となりました。

　
（2）設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は249,684千円であり、その主なものは、動
作検証用機器及び保守サービスの提供に使用する保守用機器の配備であります。

　
（3）資金調達の状況

当連結会計年度においては、新株予約権（ストック・オプション）の行使により総額
14,964千円の資金調達を行いました。

　
（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
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（5）対処すべき課題
①人材の確保・育成
当社グループのさらなる成長のために、優秀な人材の確保及び育成は欠かせないと認識

しております。IT人材の不足は年々顕著になっておりますが、積極的な採用、教育研修制
度の充実、人事制度の継続的改善、働き方改革の推進等により、人材の確保及び育成に取
り組んでまいります。
②収益力の強化
当社グループは、ITソリューション事業を営んでおり、その中でもセキュリティの分野
にフォーカスしております。セキュリティ対策の重要性はますます高まっており、国内外
の最新の技術トレンドや顧客のニーズをつかみ、積極的に新規商材の取扱い並びに新たな
セキュリティ製品及びサービスの開発を進め、それらの商材を組み合わせて高度化・複雑
化するサイバー攻撃に対抗するセキュリティを確保したソリューションを創出してまいり
ます。
加えて、販売促進活動を強化し、これらによって、売上の拡大と利益率の向上を実現し
てまいります。
③事業ポートフォリオの最適化
当社グループは、事業の拡大を加速させるために、M&Aや業務・資本提携を進めてま
いります。それらの行為の効果を高めるために、グループ各社の事業の整理、リソースの
再配置を継続的に検討、実行し、当社グループ全体を最適化し、よりグループ内のシナジ
ー効果が得られる体制の整備を進めてまいります。
④内部統制の継続強化
当社グループが継続的かつ効率的に拡大できる体制を確立、維持するためには、コンプ
ライアンスの徹底及び内部統制の継続的な強化は重要な課題と認識しております。今後も
事業規模の拡大に合わせて、また将来の東京証券取引所市場第一部への指定替えの実現に
向けて、コーポレート・ガバナンス体制及び内部管理体制をより一層強化してまいりま
す。
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（6）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

（単位：千円）
期 別

区 分
第２期

2015年12月度
第３期

2016年12月度
第４期

2017年12月度
第５期

（当連結会計年度）
2018年12月度

売 上 高 6,172,673 6,881,366 7,792,741 8,767,376
経 常 利 益 143,173 286,189 437,805 485,942
親会社株主に帰属する当期純利益 98,816 162,574 319,024 377,375
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 21円77銭 34円31銭 57円10銭 66円30銭
総 資 産 3,310,904 3,708,377 5,154,021 5,350,087
純 資 産 1,075,187 1,546,645 2,320,723 2,450,741

　

（注）１ １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
　 ２ 第３期より連結計算書類を作成しております。第２期については金融商品取引法に基づいて作成し

た連結財務諸表の数値を参考情報として記載しております。
３ 当社は、2016年９月21日付で普通株式１株につき100株の割合、2017年４月１日付で普通株式１
株につき２株の割合、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ってお
りますが、第２期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定してお
ります。

②当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

期 別
区 分

第２期
2015年12月度

第３期
2016年12月度

第４期
2017年12月度

第５期
（当事業年度）
2018年12月度

営 業 収 益 237,860 327,760 451,964 546,324
経 常 利 益 41,715 66,381 142,481 200,392
当 期 純 利 益 41,162 67,033 136,475 201,947
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 9円07銭 14円15銭 24円43銭 35円48銭
総 資 産 983,954 1,394,969 1,557,115 1,784,275
純 資 産 947,996 1,345,971 1,511,455 1,725,079

　

（注）１ １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２ 当社は、2016年９月21日付で普通株式１株につき100株の割合、2017年４月１日付で普通株式１
株につき２株の割合、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ってお
りますが、第２期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定してお
ります。
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（7）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 237,500千円 100.0％

セキュリティ製品及びITインフラ製品
の輸入・販売
セキュリティソフトウェアの開発
ITシステムの設計・構築サービスの提
供

ジェイズ・テレコムシステム株式会社 50,000千円 100.0％
ITシステム（主に音声系）の構築サー
ビスの提供
保守サービスの提供

ジェイシーテクノロジー株式会社 50,000千円 100.0％ エンジニア派遣サービスの提供

ジェイズ・ソリューション株式会社 40,000千円 100.0％
セキュリティ製品及びITインフラ製品
の販売
システムの運用や監視サービスの提供

ファルコンシステムコンサルティング株式会社 10,000千円 100.0％ セキュリティソフトウェアの開発

（注）2018年４月２日付でファルコンシステムコンサルティング株式会社の全株式を取得し、子会社といたし
ました。

③当事業年度末日における特定完全子会社の状況
会社名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 大阪市淀川区西中島五丁目５番15号 751,363千円 1,784,275千円
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（8）主要な事業内容（2018年12月31日現在）
当社グループは、当社と連結子会社５社により構成されております。
当社は、純粋持株会社として連結子会社（事業会社）の管理及び支援を行い、連結子会

社においてITシステムにおけるネットワークセキュリティ及びITインフラ製品に係る設計、
販売、構築、運用、保守サービスを一貫して提供できる体制を整え、ITソリューション事
業を展開しております。

　

報告セグメント 事業セグメント 事業の内容 対応する子会社

ITソリューション事業

ソリューション
プロダクト事業

セキュリティ製品の輸入・販売
ITインフラ製品の輸入・販売 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

セキュリティソフトウェアの開発 ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ファルコンシステムコンサルティング株式会社

セキュリティ製品及びITインフラ製品の国内
調達・販売

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・ソリューション株式会社

ソリューション
サービス事業

ITシステムの設計・構
築サービスの提供
ヘルプデスクサービ
スの提供
保守サービスの提供

主にデータ通信系 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

主に音声系 ジェイズ・テレコムシステム株式会社

その他

システムの運用や
監視サービスの提供

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テレコムシステム株式会社
ジェイズ・ソリューション株式会社

エ ン ジ ニ ア 派 遣
サ ー ビ ス の 提 供

ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テレコムシステム株式会社
ジェイシーテクノロジー株式会社

（9）主要な事業所（2018年12月31日現在）
　

事 業 所 名 所 在 地
当 社 本 社 東京都中央区

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 東 京 本 社 東京都中央区
大 阪 本 社 大阪市淀川区

ジ ェ イ ズ ・ テ レ コ ム シ ス テ ム 株 式 会 社 本 社 東京都中央区
首都圏事業所 川崎市中原区

ジ ェ イ シ ー テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社 本 社 東京都中央区
ジ ェ イ ズ ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社 大 阪 本 社 大阪市淀川区
ファルコンシステムコンサルティング株式会社 本 社 川崎市高津区
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（10）従業員の状況（2018年12月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
391名（７名） 41名増（２名減）

　

（注） 従業員数欄の(外書)は、従業員数のうち、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
　

　
②当社の従業員の状況

　

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
13名 ３名減 40.5歳 6.6年

　

（注） 平均勤続年数は、当社グループにおける勤続年数を通算して算出しております。
　
（11）主要な借入先及び借入額（2018年12月31日現在）

　 該当事項はありません。

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
①当社は、2018年12月21日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場から同取
引所市場第二部に市場変更いたしました。
②当社子会社であるジェイズ・コミュニケーション株式会社は、2019年２月12日付取締役
会において、株式会社アステムの全株式を取得して子会社化（当社の孫会社化）すること
を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。
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２．株式に関する事項（2018年12月31日現在）
（1）発行可能株式総数 18,000,000株
（2）発行済株式の総数 5,729,200株
（3）株主数 2,163名
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持株数 持株比率
株 ％

愛須 康之 1,835,200 32.03
日商エレクトロニクス株式会社 688,000 12.01
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 614,600 10.73
有限会社エーディーシー 493,800 8.62
セグエグループ従業員持株会 149,300 2.61
田中 健一郎 120,000 2.09
株式会社オービック 96,000 1.68
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 52,721 0.92
佐伯 知輝 50,400 0.88
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 41,879 0.73

　

（注） 持株比率は、自己株式41株を控除して計算しております。
　

　
（5）その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
新 株 予 約 権 の 名 称 第２回新株予約権 第３回新株予約権
発 行 決 議 日 2014年３月18日 2014年11月５日
新 株 予 約 権 の 数 147個 185個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式58,800株
（新株予約権１個につき400株）

普通株式74,000株
（新株予約権１個につき400株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償 無償
新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個あたり75,200円
(１株当たり188円)

新株予約権１個あたり80,000円
(１株当たり200円)

権 利 行 使 期 間 2016年４月１日から
2021年３月31日まで

2016年４月１日から
2022年３月31日まで

行 使 の 条 件 (注) (注)

役 員 の
保有状況

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 45個
目的となる株式数 18,000株
保 有 者 数 ３名

新株予約権の数 20個
目的となる株式数 8,000株
保 有 者 数 ３名

社 外 取 締 役 ― ―

監 査 役 ―
新株予約権の数 ２個
目的となる株式数 800株
保 有 者 数 １名

(注) １ 2016年９月21日付で行った１株を100株とする株式分割、2017年４月１日付で行った１株を２株
とする株式分割及び2017年10月１日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の
目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されており
ます。

２ 主な行使の条件は以下のとおりです。
(1) 権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員、顧問契約等を締結している
社外協力者の地位にあることを要します。ただし、定年により退職した場合もしくは、当社及び当
社子会社の役員を任期満了により退任した場合にはこの限りではありません。

(2) 新株予約権の相続は認められません。
(3) 新株予約権の質入その他の一切の処分は認められません。
(4) その他の条件については、当社と締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。

　
（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
　
（3）その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2018年12月31日現在）

　

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

愛 須 康 之 代表取締役社長 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 代表取締役
ジェイズ・テレコムシステム株式会社 取締役

阿 萬 聖 常 務 取 締 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役
ファルコンシステムコンサルティング株式会社 取締役

中 村 時 彦 取 締 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役
ファルコンシステムコンサルティング株式会社 代表取締役

田 中 健一郎 取 締 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 専務取締役

福 田 泰 福 取 締 役
経営管理部長

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役
ジェイズ・テレコムシステム株式会社 監査役

千 本 倖 生 取 締 役 株式会社レノバ 代表取締役会長
岩 永 浩 幸 取 締 役 日商エレクトロニクス株式会社 取締役常務執行役員

樋 口 明 巳 取 締 役 あかつき法律事務所 所長
株式会社カオナビ 監査役

須 﨑 宏 一 常 勤 監 査 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 監査役
鈴 木 正 一 監 査 役 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 監査役
中 川 博 史 監 査 役 税理士法人AIO 代表社員

　

（注）１ 取締役 樋口明巳氏は、2018年３月28日開催の第４期定時株主総会において新たに選任され、就任
いたしました。

２ 取締役 千本倖生氏、取締役 岩永浩幸氏、取締役 樋口明巳氏は、会社法第２条第15号に規定する社
外取締役であります。

３ 監査役 須﨑宏一氏、監査役 中川博史氏は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であります。
４ 監査役 中川博史氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
しております。

５ 当社は、取締役 千本倖生氏、取締役 樋口明巳氏、監査役 須﨑宏一氏、監査役 中川博史氏を、東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等であるもの
を除く。）及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める
最低責任限度額としております。
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（3）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

支 給 人 員 支 給 額
取 締 役 ７名 114,480千円
監 査 役 ３名 12,150千円
（う ち 社 外 役 員） （４名） （18,150千円）
合 計 10名 126,630千円

　

（注）１ 株主総会決議による報酬限度額は次のとおりであります。
取締役 年額 240,000千円（2015年３月24日株主総会決議）
監査役 年額 20,000千円（2015年３月24日株主総会決議）

２ 2018年３月28日開催の第４期定時株主総会において、上記報酬限度額とは別枠で、取締役に対し
て年額80,000千円の範囲内、監査役に対して年額5,000千円の範囲内で、ストック・オプションと
して割り当てる新株予約権に関する報酬等の限度額につき承認をいただいております。

（4）社外役員に関する事項
①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

区分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 千 本 倖 生 株 式 会 社 レ ノ バ 代表取締役会長
当社と株式会社レノバとの間に重
要な取引その他の関係はありませ
ん。

取締役 岩 永 浩 幸 日商エレクトロニクス株式会社 取締役常務執行役員

日商エレクトロニクス株式会社は
当社の株式の12.01％を保有して
おります。当社と日商エレクトロ
ニクス株式会社との間に重要な取
引はありません。

取締役 樋 口 明 巳

あ か つ き 法 律 事 務 所 所 長
当社とあかつき法律事務所との間
に重要な取引その他の関係はあり
ません。

株 式 会 社 カ オ ナ ビ 監 査 役
当社と株式会社カオナビとの間に
重要な取引その他の関係はありま
せん。

監査役 須 﨑 宏 一 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 監 査 役
ジェイズ・コミュニケーション株
式会社は、当社の連結子会社であ
ります。また、同社とは、業務委
託等の取引があります。

監査役 中 川 博 史 税 理 士 法 人 AIO 代 表 社 員
当社と税理士法人AIOとの間に重
要な取引その他の関係はありませ
ん。
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②社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 千 本 倖 生
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、経営者とし
ての豊富な経験と幅広い見識より、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。

取 締 役 岩 永 浩 幸
当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席し、当社が属す
る業界における豊富な経験と幅広い見識より、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

取 締 役 樋 口 明 巳 就任後に開催された取締役会10回のうち10回に出席し、弁護士としての
豊富な経験と識見より、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 須 﨑 宏 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、常勤監査役
として、当社取締役の業務執行状況を監視し、必要に応じ適宜発言を行
っております。また、当事業年度に開催された監査役会14回のうち14回
に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議
等を行っております。

監 査 役 中 川 博 史

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、主に公認会
計士としての専門的見地から、必要に応じ適宜発言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査役会14回のうち14回に出席し、監査
結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っており
ます。

　

（注） 書面決議による取締役会の回数は除いております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

東陽監査法人
　

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、定款に基づき会計監査人と責任限定契約を締結しておりますが、その内容の概
要は、会社法第423条第１項の責任について、会計監査人の職務を行うにあたり善意でか
つ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項の最低責任限度額と限度として、限度
額を超える部分については責任を負わないとするものです。

　
（3）報酬等の額

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500千円
（注）１ 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの算出根

拠などが当社の事業規模や業務内容に鑑みて適切であると判断し、会計監査人の報酬等の額につい
て会社法第399条第１項の同意の判断を行っております。

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
（4）非監査業務の内容

当社は、会計監査人より、財務報告に関する内部統制の評価に係る助言業務を受けてお
ります。

　
（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断し
た場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に
基づき当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき監査役
会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最
初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたし
ます。
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６．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制の整備」を
取締役会決議により定めております。その概要は、以下のとおりであります。
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ 当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を持って事業活動
を行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に適用する行動指針（クレド）を
定める。

ⅱ 法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、コンプラ
イアンスに関する委員会及び委員（担当役員）を置く。委員のもと主管部署は、当社
グループの取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研修等
必要な諸活動を推進し、管理する。

ⅲ 事業部門及び子会社にはコンプライアンス委員会またはこれに準ずる組織もしくはコ
ンプライアンス担当責任者を置き、主管部署とともに法令遵守体制の整備及び推進に
努める。

ⅳ 反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を持たない。反社会的勢力からの不当
要求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

ⅴ 当社グループの事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適切な
処理を行うため、内部通報の運用に関する規程を定めるとともに、コンプライアンス
相談窓口を設置する。是正、改善の必要があるときには、速やかに適切な措置をと
る。

ⅵ 前項の通報を行った者に対し、当該通報を行ったことを理由として不利益な扱いをす
ることを禁ずる。

ⅶ 内部監査部署は、当社グループの法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行
う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかに
その対策を講ずる。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ⅰ 取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）の上、経営判断等に
用いた関連資料とともに保存する。管理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理
方法等を規程に定める。

ⅱ 取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合に備
え、適時閲覧可能な状態を維持する。

ⅲ 内部監査部署は、当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について監査
を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その
対策を講ずる。
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ リスク管理の全体最適を図るため、取締役会の決議により、当社グループ全体のリス
ク管理に関する規程を定め、リスク管理担当役員及びリスク管理統括部署を置く。リ
スク管理統括部署は、リスク管理及び内部統制の状況を点検し、改善を推進する。

ⅱ 事業活動に伴う各種のリスクについては、必要に応じてリスク管理委員会で審議す
る。主管部署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を
図る。

ⅲ 事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対して
は、しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を定め、危機発生時には、こ
れに基づき対応する。

ⅳ 上記ⅱ及びⅲのリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着
を図るための研修等を適宜実施する。

ⅴ 内部監査部署は、当社グループのリスク管理体制について監査を行う。主管部署及び
監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその対策を講ず
る。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ 当社グループ各社は、取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、定時の取締役
会において重要事項を決定し、取締役に業務報告をさせることにより業務執行の監督
等を行うほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

ⅱ 当社グループは事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門
及び子会社の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期
の業績目標の達成を図る。

ⅲ 経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステム
の主管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

ⅳ 内部監査部署は、当社グループの事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。
主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその
対策を講ずる。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制
ⅰ 当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値
を向上させるため、子会社の経営管理に関する規程を定める。子会社は、経営・財務
の状況を定期的に当社に報告する。

ⅱ 子会社は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際に、当
社と事前協議を行い、当社は必要に応じて子会社に適切な指導を行う。
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⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項

監査役を補助する使用人の人事に関する事項については、監査役との協議により定め
る。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ 監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行
い、内部監査部署は内部監査の結果等を報告する。

ⅱ 取締役及び使用人は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼすおそれのある
事項につき監査役に報告する。

ⅲ ①ⅴのコンプライアンス相談窓口への通報に関しては、原則全件コンプライアンス委
員及び監査役に報告するものとする。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、監査役が

緊急又は臨時に支出した費用については、事後会社に請求できる。
⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取
締役会に出席するほか、経営会議その他の重要な会議に出席することができる。また、
監査役から要求のあった文書等は、随時提供する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①取締役の職務の執行
ⅰ 当社は、取締役会を定期的に月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を
開催しております。

ⅱ 当社は、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底しており、社外取締役を３
名選任し、取締役会を通じて社外取締役から発言が積極的に行われる機会を設けるこ
とで、監督機能を強化しております。

ⅲ 月１回開催される定時取締役会においては、当社グループ各社の業務執行状況が報告
され、当社グループ各社の経営・財務状況を把握しております。
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②監査役の職務の執行
ⅰ 当社の監査役は、監査役会を定期的に月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時監
査役会を開催しております。

ⅱ 当社の監査役は、当社グループ各社の重要な会議に出席したほか、監査計画に基づき
監査を行うと共に、当社グループ各社の取締役と面談を行い業務の執行状況全般にわ
たり監査を行いました。

ⅲ 当社の監査役会は、社外監査役２名を含む３名の監査役で構成しております。
ⅳ 会計監査人、内部監査部門との間での連携を図るため定期的に会合を実施しました。

③内部統制システム全般
当事業年度においては、「2018年度内部統制基本計画書」に基づき、取締役を委員と

する内部統制委員会の管理のもと、取締役経営管理部長をリーダーとする内部統制プロ
ジェクトチームにより、内部統制評価担当者が内部統制システム全般の整備・運用状況
のモニタリングを行い、改善を進めております。

④コンプライアンス
当事業年度においては、「2018年度コンプライアンス計画」に基づき、コンプライア

ンス遵守活動を実施しました。関係法令の制定・改正状況、当社グループ全社全従業員
の労働時間（36協定遵守状況等）、当社グループ各社の規程類の整備状況、当社グルー
プ全社全従業員を対象としたコンプライアンス教育の実施状況等が、当事業年度に２回
開催されたコンプライアンス委員会に報告されております。また、2019年２月に開催
したコンプライアンス委員会では、１年間の活動報告と共に、「2019年度コンプライア
ンス計画」を策定しております。

⑤リスク管理体制
当事業年度においては、コンプライアンス委員会において、当社グループ各社から報

告されたリスクの検討を行いました。
⑥内部監査

当事業年度においては、「2018年度内部監査計画」に基づき、当社の内部監査担当者
が当社グループ全社全事業所を訪問し、内部監査を実施しました。その結果を「内部監
査報告書」として代表取締役社長に報告しております。

　
（注） 事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、１株当たり当期純利益については四捨五入して表

示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

　
（単位：千円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,382,805 流 動 負 債 2,685,943
現 金 及 び 預 金 1,663,362 買 掛 金 595,159
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,166,419 未 払 金 112,106
電 子 記 録 債 権 23,445 未 払 費 用 146,071
た な 卸 資 産 686,196 未 払 法 人 税 等 129,385
前 渡 金 485,479 未 払 消 費 税 等 33,017
未 収 入 金 266,287 賞 与 引 当 金 821
繰 延 税 金 資 産 23,669 前 受 金 1,620,429
そ の 他 69,027 そ の 他 48,951
貸 倒 引 当 金 △1,083 固 定 負 債 213,402

固 定 資 産 967,281 退 職 給 付 に 係 る 負 債 146,804
有 形 固 定 資 産 167,831 長 期 未 払 金 66,598
建 物 及 び 構 築 物 14,860 負 債 合 計 2,899,346
工 具、 器 具 及 び 備 品 152,331 純 資 産 の 部
土 地 639 株 主 資 本 2,304,355
無 形 固 定 資 産 219,481 資 本 金 505,788
の れ ん 62,759 資 本 剰 余 金 278,288
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 144,926 利 益 剰 余 金 1,520,357
そ の 他 11,794 自 己 株 式 △79
投 資 そ の 他 の 資 産 579,969 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 146,385
投 資 有 価 証 券 355,633 その他有価証券評価差額金 147,002
長 期 差 入 保 証 金 93,813 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △617
繰 延 税 金 資 産 44,154
保 険 積 立 金 70,105
破 産 更 生 債 権 等 2,241
そ の 他 16,097
貸 倒 引 当 金 △2,075 純 資 産 合 計 2,450,741

資 産 合 計 5,350,087 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,350,087
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連 結 損 益 計 算 書

〔 2018年１月１日から〕2018年12月31日まで
（単位：千円）

　

科 目 金 額
売 上 高 8,767,376
売 上 原 価 6,598,408
売 上 総 利 益 2,168,967

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,684,502
営 業 利 益 484,465

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 350
保 険 解 約 返 戻 金 14,574
補 助 金 収 入 2,182
そ の 他 2,486 19,593

営 業 外 費 用
支 払 利 息 152
支 払 保 証 料 239
為 替 差 損 17,349
株 式 交 付 費 360
そ の 他 14 18,116

経 常 利 益 485,942
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 69,583 69,583
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 555,526
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 183,707
法 人 税 等 調 整 額 △5,556 178,151
当 期 純 利 益 377,375
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 377,375
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連結株主資本等変動計算書

〔 2018年１月１日から〕2018年12月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 498,306 270,806 1,142,981 ― 1,912,094
当期変動額
新株の発行 7,482 7,482 14,964
親会社株主に帰属する
当期純利益 377,375 377,375

自己株式の取得 △79 △79
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 7,482 7,482 377,375 △79 392,261
当期末残高 505,788 278,288 1,520,357 △79 2,304,355
　
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 421,293 △12,663 408,629 2,320,723
当期変動額
新株の発行 14,964
親会社株主に帰属する
当期純利益 377,375

自己株式の取得 △79
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △274,290 12,046 △262,243 △262,243

当期変動額合計 △274,290 12,046 △262,243 130,017
当期末残高 147,002 △617 146,385 2,450,741
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貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

　
（単位：千円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 692,224 流 動 負 債 47,647
現 金 及 び 預 金 546,272 未 払 金 22,138
営 業 未 収 入 金 29,937 未 払 費 用 12,278
貯 蔵 品 498 未 払 法 人 税 等 3,364
前 払 費 用 9,238 未 払 消 費 税 等 4,763
繰 延 税 金 資 産 562 そ の 他 5,101
短 期 貸 付 金 62,500 固 定 負 債 11,548
そ の 他 43,213 退 職 給 付 引 当 金 11,548

固 定 資 産 1,092,051 負 債 合 計 59,195
投 資 そ の 他 の 資 産 1,092,051 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 96,451 株 主 資 本 1,728,952
関 係 会 社 株 式 971,364 資 本 金 505,788
繰 延 税 金 資 産 2,347 資 本 剰 余 金 788,152
そ の 他 21,887 資 本 準 備 金 278,288

そ の 他 資 本 剰 余 金 509,863
利 益 剰 余 金 435,090
そ の 他 利 益 剰 余 金 435,090
繰 越 利 益 剰 余 金 435,090

自 己 株 式 △79
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △3,872
その他有価証券評価差額金 △3,872
純 資 産 合 計 1,725,079

資 産 合 計 1,784,275 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,784,275
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損 益 計 算 書

〔 2018年１月１日から〕2018年12月31日まで
（単位：千円）

　

科 目 金 額
営 業 収 益 546,324
一 般 管 理 費 347,187
営 業 利 益 199,136

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,490
そ の 他 125 1,615

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0
株 式 交 付 費 360 360
経 常 利 益 200,392
税 引 前 当 期 純 利 益 200,392
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,354
法 人 税 等 調 整 額 △2,910 △1,555
当 期 純 利 益 201,947
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株主資本等変動計算書

〔 2018年１月１日から〕2018年12月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 498,306 270,806 509,863 780,669
当期変動額
新株の発行 7,482 7,482 7,482
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 7,482 7,482 7,482
期末残高 505,788 278,288 509,863 788,152

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当期首残高 233,142 233,142 ― 1,512,119
当期変動額
新株の発行 14,964
当期純利益 201,947 201,947 201,947
自己株式の取得 △79 △79
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 201,947 201,947 △79 216,833
期末残高 435,090 435,090 △79 1,728,952

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年02月21日 18時09分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 24 ―

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計額

当期首残高 △663 △663 1,511,455
当期変動額
新株の発行 14,964
当期純利益 201,947
自己株式の取得 △79
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,209 △3,209 △3,209

当期変動額合計 △3,209 △3,209 213,624
期末残高 △3,872 △3,872 1,725,079
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年２月14日

セグエグループ株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 酒 井 宏 暢 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 眞 治 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、セグエグループ株式会社の2018年１月１日から
2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、セグエグループ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社の中核子会社であるジェイズ・コミュニケー
ション株式会社は2019年２月12日付の取締役会において、株式会社アステムの全株式を取得して子会社化
することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年２月14日

セグエグループ株式会社
取締役会 御中

東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 酒 井 宏 暢 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 眞 治 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、セグエグループ株式会社の2018年１月１
日から2018年12月31日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第５期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年２月19日
セグエグループ株式会社 監査役会
常勤社外監査役 須 﨑 宏 一 ㊞
監 査 役 鈴 木 正 一 ㊞
社 外 監 査 役 中 川 博 史 ㊞

　
　

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題であると認識したうえで、各事業

年度の経営成績を勘案しながら、配当を継続的に実施していくことを基本方針としており、
その方針に基づき、第５期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたく存じま
す。

１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき 金10円
総額 57,291,590円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2019年３月29日
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第２号議案 取締役７名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって取締役全員が任期満了となります。つきましては、取締

役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１ 愛
あい

須
す
康
やす
之
ゆき

（1966年６月26日生）

1986年５月 データコントロルズ株式会社 入社
1994年１月 同社 大阪営業所長
1995年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社設立

代表取締役（現任）
2001年５月 株式会社イーサポート

(現 ジェイズ・ソリューション株式会社）設立 取締役
2012年11月 ジェイシーテクノロジー株式会社設立 代表取締役
2012年12月 ジェイズ・テレコムシステム株式会社設立 代表取締役
2013年６月 エムワイ・ワークステーション株式会社 取締役
2014年12月 当社設立 代表取締役社長（現任）
2016年１月 ジェイシーテクノロジー株式会社 取締役

ジェイズ・テレコムシステム株式会社 取締役（現任)

1,835,200株

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社の前身であるジェイズ・コミュニケーション株式会社を創業して以来、およそ四半世紀
にわたり経営を指揮し、当社グループを成長させてきました。
候補者の経営実績、事業における幅広い知識・経験、持続的な企業価値向上のためのリーダーシップは、
当社グループのさらなる成長のために必要であることから、引き続き取締役候補者として選任をお願いす
るものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２ 阿
あ
萬
ま

聖
さとる

（1956年２月20日生）

1979年４月 タキロン株式会社
（現 タキロンシーアイ株式会社） 入社

1987年10月 日本ディジタルイクイップメント株式会社
（現 日本ヒューレット・パッカード株式会社）入社

1998年10月 同社 西日本事業部第三営業部長兼西部支店長
2000年１月 同社 西日本事業部第四営業部長
2000年８月 シスコシステムズ株式会社

（現 シスコシステムズ合同会社）入社
西日本営業統括本部パートナー営業部長

2001年８月 同社 製造第一営業本部西日本営業部長
2002年５月 株式会社アンビリカス 代表取締役
2006年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 入社
2010年３月 同社 取締役
2013年６月 エムワイ・ワークステーション株式会社 取締役
2013年12月 同社 代表取締役

ジェイズ・コミュニケーション株式会社 常務取締役
2014年12月 当社 常務取締役（現任）
2017年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役(現任)
2018年４月 ファルコンシステムコンサルティング株式会社

取締役（現任）

28,000株

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社が属する業界における豊富な知識・経験を有し、2006年に入社以降、主に営業面を中心

に当社グループの成長を牽引しております。
候補者の知識・経験等は、当社グループのさらなる成長のために必要であることから、引き続き取締役
候補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３ 中
なか
村
むら
時
とき
彦
ひこ

（1958年４月４日生）

1982年４月 日本ディジタルイクイップメント株式会社
（現 日本ヒューレット・パッカード株式会社）入社

2000年11月 同社 西日本ネットワークソリューション部長
2004年５月 同社 ネットワークソリューション本部長
2007年11月 同社 ソリューション戦略本部長
2009年３月 日本NonStopイノベーション株式会社 入社

システム本部長
2010年10月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 入社
2013年３月 同社 取締役（現任）
2014年12月 当社 取締役（現任）
2015年３月 ジェイシーテクノロジー株式会社 取締役
2016年１月 同社 代表取締役
2018年４月 ファルコンシステムコンサルティング株式会社

代表取締役（現任）

40,000株

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社が属する業界における豊富な知識・経験を有し、2010年に入社以降、主に技術面を中心

に当社グループの成長を牽引しております。
候補者の知識・経験等は、当社グループのさらなる成長のために必要であることから、引き続き取締役
候補者として選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４ 田
た
中
なか
健一郎
けんいちろう

（1968年12月21日生）

1991年３月 データコントロルズ株式会社 入社
1995年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社設立 取締役
2003年４月 同社 専務取締役
2012年12月 ジェイズ・テレコムシステム株式会社 取締役
2014年３月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 取締役
2014年12月 当社 取締役（現任）
2017年３月 ジェイズ・ソリューション株式会社 取締役
2018年１月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社

専務取締役（現任）

120,000株

取締役候補者の選任理由
候補者は、愛須康之氏とともに、当社の前身であるジェイズ・コミュニケーション株式会社の創業に参
画し、同氏の経営を支えるとともに、当社が属する業界における豊富な知識・経験を有しております。
候補者の知識・経験等は、当社グループのさらなる成長のために必要であることから、引き続き取締役
候補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

５ 福
ふく
田
だ
泰
やす
福
ひろ

（1966年２月13日生）

1993年10月 三井建設株式会社（現 三井住友建設株式会社）入社
2001年４月 栗田工業株式会社 入社
2007年４月 ジェイズ・コミュニケーション株式会社 入社
2008年３月 同社 取締役（現任）

株式会社イーサポート
（現 ジェイズ・ソリューション株式会社）監査役

2012年12月 ジェイズ・テレコムシステム株式会社 取締役
2013年６月 エムワイ・ワークステーション株式会社 取締役
2014年12月 当社 取締役経営管理部長（現任）
2016年３月 ジェイズ・テレコムシステム株式会社 監査役（現任)

ジェイズ・ソリューション株式会社 取締役

26,800株

取締役候補者の選任理由
候補者は、管理業務全般にわたり豊富な知識・経験を有しており、2007年に入社以降、主に管理面を中
心に当社グループの成長に貢献しております。
候補者の知識・経験等は、当社グループのさらなる成長のために必要であることから、引き続き取締役

候補者として選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

６
※
天
あま
野
の
信
のぶ
之
ゆき

（1964年12月２日生）

1989年４月 ネットワンシステムズ株式会社 入社
1997年５月 株式会社ネットウェーブ

（現 株式会社ディメンションデータジャパン）設立
取締役

2001年10月 株式会社ビットアイル
（現 ビットアイル・エクイニクス株式会社）
取締役iDC事業部長

2003年10月 同社 取締役副社長
2004年８月 シスコシステムズ合同会社

グローバルセールス、リージョナルマネージャー
2006年２月 株式会社ビットサーフ設立 代表取締役
2008年５月 株式会社テラス（現 株式会社コウェル）取締役（現任）
2008年10月 株式会社ビットアイル

（現 ビットアイル・エクイニクス株式会社）
代表取締役副社長

2011年12月 サイトロック株式会社 代表取締役会長
2013年１月 AXLBIT株式会社 代表取締役社長
2016年７月 同社 代表取締役会長（現任）
2017年１月 エクイニクス・ジャパン株式会社

チーフセールスオフィサー（現任）

―株

取締役候補者の選任理由
候補者は、当社が属する業界における豊富な知識・経験を有し、その知識・経験等は、当社グループのさ
らなる成長のために必要であることから、新たに取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

７ 樋
ひ
口
ぐち
明
あけ
巳
み

（1970年８月26日生）

2000年４月 弁護士登録
2012年７月 あかつき法律事務所 設立（現任）
2018年３月 当社 取締役（現任）
2018年11月 株式会社カオナビ 監査役（現任）

―株

社外取締役候補者の選任理由
候補者は、弁護士としての経験・見識を豊富に有しており、社外取締役及び独立役員として、法令を含

む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行するに適任であると判断し、
引き続き社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって１年となります。

　

（注）１ ※は新任の取締役候補者であります。
２ 取締役候補者の所有する当社の株式数は、2018年12月31日現在の状況を記載しております。
３ 取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
４ 樋口明巳氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は樋口明巳氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。樋口明巳氏が選任された場合は、改
めて独立役員として届け出る予定であります。

５ 樋口明巳氏とは、法令が規定する最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。
上記の社外取締役候補者の選任が承認された場合、当社は当該候補者との間で同内容の責任限定契
約を継続する予定であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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三菱倉庫

日本橋郵便局
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茅場町駅

SMBC
フレンド証券

みずほ銀行

東京証券取引所
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駅
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本
日

駅
橋
本
日

8
7D2

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

　
　

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会 場 東京証券会館 ９階 会議室
東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号 TEL 03－3667－9210

　

　
交通のご案内
○東京メトロ日比谷線・東西線 茅場町駅 ８番出口より直結
○東京メトロ銀座線・東西線、都営地下鉄浅草線 日本橋駅 Ｄ２出口より徒歩５分

※駐車場の用意はございませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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